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業績回復に向けた取組み進捗 －回復の遅れはあるものの確実に前進－
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本日、お伝えしたいポイント

資本効率の改善に向けた取組み
➢

➢

➢

’25年度上期は減益、業績予想未達。減益、未達の主因は海外製粉事業、加工食品事業、メッシュクロス事業。
海外製粉事業では拡販、コストダウンで下期に巻返しを図る。加工食品事業は回復の遅れはあるものの、上期で底打ち。
メッシュクロス事業も下期から回復軌道へ

今後も市場成長は期待できるが、当面は厳しい競争環境が想定されることから、事業計画を見直し、減損を実施。
中長期的なスパンでの事業成長を目指していく

更なる資本効率の改善に向け、200億円（上限）の自己株式取得を実施する。自己株式の取得については、
財務状況を踏まえ、今後も機動的に対応する。また、配当についても、期初に公表した通りの増配を予定

◎

◎

’24年度の減益の主因であったコスト増加への対応が不十分であったこと、健康食品事業での医薬品原薬の減益低迷に
ついては、今上期中に対応施策を実行中。今後、効果が期待される

➢

通期業績予想は海外製粉事業、加工食品事業、メッシュクロス事業の回復の遅れで減額するものの、下期は施策効果
で大幅増益を目指す

➢

インドイースト事業での減損実施◎

中計期間中に稼ぎ出すキャッシュについては、投資と株主還元で使い切る➢
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Ⅰ．第２四半期（中間期）実績、及び通期業績予想
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１．第２四半期（中間期）実績

売上高は、海外製粉事業における小麦相場の下落や為替換算の影響等があったものの、エンジニアリング事業における大型工事

の増加や酵母・バイオ事業、及び中食・惣菜事業等の販売が堅調に推移したことにより、増収

営業利益は、国内製粉事業における水島工場稼働に伴う立上げ費用の発生、海外製粉事業での出荷減及び為替換算の影響

等による減益、加工食品事業におけるコスト上昇等の影響、及びメッシュクロス事業における出荷減等により、減益

中間純利益は、政策保有株式の縮減を進めたものの、インドイースト事業の減損損失の計上により、減益

2026年３月期

第2四半期 中間期

実績

前年実績 業績予想（5月公表）

比 比

売上高 4,313 4,295 ＋0.4％ 4,350 ▲0.8％

海外売上高比率 28.2％ 32.0％ － － －

営業利益 226 260 ▲13.0％ 240 ▲5.7％

経常利益 248 271 ▲8.5％ 260 ▲4.7％

親会社株主に帰属する

中間純利益
103 204 ▲49.3％ 190 ▲45.7％

※金額は億円未満四捨五入

（単位：億円）
（    ）
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２．第２四半期（中間期）実績   （セグメント別）

前年実績
2026年3月期
第2四半期（中間期）

実績 前年差 前年比
業績予想差
(5月公表)

業績予想比
(5月公表)

売上高
(うち、海外売上高)

4,295
(1,372)

4,313
(1,216)

＋18
(▲156)

＋0.4％
(▲11.4％)

▲37
－

▲0.8％
－

製 粉 2,287 2,117 ▲171 ▲7.5％ － －

食 品 1,019 1,085 ＋66 ＋6.5％ － －

中食・惣菜 785 843 ＋58 ＋7.3％ － －

その他 203 268 ＋65 ＋32.1％ － －

営業利益
(うち、海外営業利益)

260
(94)

226
(70)

▲34
（▲24)

▲13.0％
(▲25.2％)

▲14
－

▲5.7％
－

製 粉
（前年実績補正後）※

155
(161)

131
▲23

（▲30)
▲15.1％

(▲18.5％)
－ －

食 品
（前年実績補正後）※

39
(35)

37
▲2

（＋2)
▲6.1％

(＋6.1％)
－ －

中食・惣菜
（前年実績補正後）※

34
(33)

34
＋0

（＋2)
＋0.5％

(＋4.6％)
－ －

その他
（前年実績補正後）※

32
(32)

26
▲6

（▲6)
▲20.0％

(▲18.7％)
－ －

調整（セグメント間取引消去等） ▲0 ▲2 ▲2 － － －

経常利益 271 248 ▲23 ▲8.5％ ▲12 ▲4.7％

親会社株主に帰属する中間純利益 204 103 ▲100 ▲49.3％ ▲87 ▲45.7％

※2026年3月期より全社費用の各セグメントへの配賦基準を変更。参考として当該変更影響補正後の前年実績・前年差・前年比を併記

（単位：億円）
（億円未満四捨五入）



200

国内小麦粉出荷数量

拡販施策費

ふすま価格

コスト関連(償却費)

○○○(償却費以外)

海外営業利益

出荷数量

拡販施策費

コスト関連他

海外営業利益

中食・惣菜事業

7

３．第２四半期（中間期）営業利益 前年差分析

営業利益 増減分析（前年差）
：増益 ：減益

’24年度上期実績

製
粉
事
業

▲30億円

食
品
事
業
＋2億円

その他事業 他

260億円

226億円（前年差▲34億円）

：インバウンド需要堅調、および拡販効果等により増益

：価格は据置も、出荷奨励費を使用したことにより減益

：水島工場稼働（’25年５月～）による減価償却費負担増により、
 減益となるも、製品価格改定効果等により減益幅を圧縮

：豪州製粉事業等での出荷苦戦や為替換算の影響等により減益

：酵母・バイオ事業等の販売が堅調に推移したことにより増益

：人件費、物流費等のコスト上昇影響により減益となったが、価格改定
 は着実に実施

：プレミックス事業において、出荷が堅調に推移したこと等により増益

：販売増や生産性の向上効果等

：エンジニアリング事業は増益となるも、メッシュクロス事業における太陽
光パネル向けスクリーン印刷用金属メッシュの出荷減により減益

＋1億円

▲2億円

▲8億円

▲19億円

＋5億円

▲5億円

＋3億円

＋2億円

▲8億円

▲4億円

▲1億円 ：拡売費の増加

：低価格品を求めるユーザーへの出荷増により製品ミックスが変化

＋2億円

’25年度上期実績
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①事業ポートフォリオの再構築によるグループ成長力の促進

②インフレ環境での人件費を含むコスト増加への対応

③豪州製粉事業の収益拡大と新戦略による構造改革

④インドイースト事業の黒字化に向けた着実な業績向上

⑤自動化省人化施策のスピードアップ

４．今期の一丁目一番地施策 上期振り返り

製粉事業は、水島工場の稼働に伴い岡山工場、坂出工場をそれぞれ7月、9月に閉鎖。米国では7月にウィンチェスター工場の増強工事が完了。
また、 ’26年3月までの日清ファルマ㈱の事業整理を推進中（ファインケミカル事業＝終了、健康食品事業＝グループ内移管）

国内主要各事業にて、’25年7月、8月からの製品価格改定で人件費を含むコスト上昇分を踏まえた改定を着実に実施。期中での改定のため、上期
での価格改定効果は限定的となるも、下期はフルに発現する見込み

今上期は、厳しいインフレ環境の長期化を背景とした消費の減退により、出荷が苦戦。コスト上昇も続く中、業績は前年を大きく下回った。
下期は上期中に準備した拡販に向けた各施策や製品価格改定、コスト改善施策を実行していくことで、業績回復を図る

足元の事業状況を精査し、事業計画について再検証を行った結果、当該事業計画を下方修正することとし、当第2四半期にて固定資産の減損
損失を計上（詳細は次ページ）

水島工場に新技術（製造工程における自動制御装置、自動荷揃えロボット等）を導入。中食・惣菜事業では、サンドイッチ等の製造工程や各検査
工程の自動化テーマが進展。また、㈱ノムラフーズにおいて「次世代型冷凍工場」（新工場）の建設を決定。最先端の自動化技術を導入する予定



足元の厳しい利益水準をベースに、現在のインドイースト事業の事業計画について実現可能性を慎重に検証し、新たな事業
計画を策定した結果、当初の事業計画から大きく乖離することとなり、2026年3月期第2四半期にて減損損失を計上

9

５．インドイースト事業の減損損失について

51億ルピー（約87億円）・

ウクライナ情勢等を背景とした各種イースト原材料、および燃料関連相場の高止まり・

競争環境の激化に伴う、製品価格転嫁の遅れ・

直近でのエタノール用イーストの販売低迷等（年度当初に想定し得なかった施策の進捗遅れ）・

減価償却費負担の減少もあり、’26年度に黒字化する見通し・

業績予想の修正（通期連結業績予想の下方修正）・

減価償却費負担の減少額（年間約7億円の見通し、’25年度は半分の約3億円の見通し）・

年間配当は当初予想から修正なし（前期から5円増配し、1株当たり60円を予定）・

■減損に至った主な要因

■減損損失

■今後のインドイースト事業の業績見通し

■連結業績への影響
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６．２０２６年３月期 業績予想

売上高は、国内製粉事業において麦価改定に伴う小麦粉価格の引下げはあるものの、中食・惣菜事業における販売増、

エンジニアリング事業における大型プラント工事の増加等により、増収を見込む

営業利益、経常利益は、国内製粉事業において水島工場稼働に伴う立上げ費用が発生しているが、各事業における拡販、

価格改定及びコスト削減等の改善策効果が下期に発現することにより、増益を見込む

※金額は億円未満四捨五入

（単位：億円）

当期純利益は、政策保有株式の縮減を進めるが、インドイースト事業での減損損失計上により、減益を見込む

インドイースト事業の減損損失計上のほか、海外製粉事業、加工食品事業、メッシュクロス事業での業績回復の遅れ等により、

本年5月15日に公表した当初業績予想を修正

2026年３月期

業績予想

（10月公表）

前年実績 業績予想（5月公表）

差 比 差 比

売上高 8,700 8,515 ＋185 ＋2.2％ 8,700 ±0 0.0％

海外売上高比率 29.9％ 30.8％ － － 30.1％ － －

営業利益 470 464 ＋6 ＋1.3％ 500 ▲30 ▲6.0％

経常利益 500 492 +8 ＋1.6％ 530 ▲30 ▲5.7％

親会社株主に帰属
する当期純利益 300 347 ▲47 ▲13.5％ 390 ▲90 ▲23.1％

（単位：億円）
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７．２０２６年３月期 業績予想（セグメント別）

前年実績
2026年3月期
業績予想 前年差 前年比

業績予想差
(5月公表)

業績予想比
(5月公表)

売上高
(うち、海外売上高)

8,515
(2,622)

8,700
(2,599)

＋185
(▲23)

＋2.2％
(▲0.9％)

－
（▲23)

－
(▲0.9％)

製 粉 4,436 4,340 ▲96 ▲2.2％ － －

食 品 2,063 2,170 ＋107 ＋5.2％ － －

中食・惣菜 1,561 1,640 ＋79 ＋5.1％ － －

その他 456 550 ＋94 ＋20.7％ － －

営業利益
(うち、海外営業利益)

464
(171)

470
(173)

＋6
（＋2)

＋1.3％
(＋1.2％)

▲30
（▲22)

▲6.0％
(▲11.3％)

製 粉
（前年実績補正後）※

281
(294)

278
▲3

（▲16)
▲1.1％

(▲5.4％)
▲14 ▲4.8％

食 品
（前年実績補正後）※

64
(55)

77
＋13

（＋22)
＋20.2％

(＋40.1％)
▲3 ▲3.7％

中食・惣菜
（前年実績補正後）※

58
(56)

60
＋2

（＋4)
＋2.9％

(＋7.8％)
－ －

その他
（前年実績補正後）※

63
(62)

55
▲8

（▲7)
▲12.0％

(▲10.6％)
▲13 ▲19.1％

調整（セグメント間取引消去等） ▲2 0 ＋2 － － －

経常利益 492 500 ＋8 ＋1.6％ ▲30 ▲5.7％

親会社株主に帰属する当期純利益 347 300 ▲47 ▲13.5％ ▲90 ▲23.1％

※2026年3月期より全社費用の各セグメントへの配賦基準を変更。参考として当該変更影響補正後の前年実績・前年差・前年比を併記

（単位：億円）
（億円未満四捨五入）
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▲19

+2

▲16

▲44

▲34

▲5

+19

+20

+2

+36

+40

▲ 45 ▲ 30 ▲ 15  0  15  30  45

国内製粉事業

海外製粉事業

食品事業

メッシュクロス事業

小計

全社計

:下期予想:上期実績（億円）

加工食品事業において、上期は限定的だった価格
改定効果等が、下期に発現する見込み

12

上期中に進めた拡販、コストダウン施策の効果発現に
より、下期は業績が回復する見込み

水島工場稼働に伴う減価償却費の増加により下期も
減益を見込むが、減益幅の圧縮に引き続き取り組む

８．営業利益（事業別） 上期実績・下期予想 前年差

営業利益（前年差）

12

仮上期は減益となったが、下期は価格改定効果の発現、各施策の実行等により、前期大きく低下した利益水準を回復させていく

上期業績をボトムに下期は金属メッシュ（新スペック
品）の販売拡大により、業績回復を見込む

▲30 ▲15 +150 +30
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９．中期経営計画  数値目標の進捗

売上高
（億円）

6,797 8,515 8,700 9,500

営業利益
（億円）

294 464 470 570

ＥＰＳ
（円）

59 117 104 140

ＲＯＥ
（％）

4.0 7.0 6.3 8.0

中期経営計画の最終年度目標に対する進捗

（中計基準年度）

’24年度
実績

’26年度
目標

（中計最終年度）

’25年度
予想

’21年度
実績

●

●

成長ドライバーと位置付ける海外製粉事業は、
この中計期間中に大きく事業規模を拡大させて
きたが、25年度上期は、豪州製粉事業において業績が
苦戦

25年度通期業績予想の下方修正もあり、グループ全体
の成長ペースはやや減速しているが、各事業に
おいて施策を推進し、下期以降業績を回復させ、
再び成長軌道に戻していく

メッシュクロス事業は、23年度以降成長を遂げてきたが、
主力のスクリーン印刷用金属メッシュの販売数量減の
影響により減益

’

’（10月修正）

’

● 中計期間中に大幅な利益伸長、事業規模の拡大を
目指す加工食品事業においても、現状、業績が低迷
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Ⅱ．企業価値向上への取組み

１）グループの成長を牽引する各事業の進捗



※

営業利益の推移

コスト構造の改善

’25年度の収益確保、および持続的成長に向けた取組み

15

１）ー１．国内製粉事業 基盤事業

コスト構造の改善に向けた不断の努力とトップラインの維持・拡大に向けた継続的な取組みにより、当社グループの基盤事業
として、その事業基盤を確固たるものにしていく

78 80 

147 

121 118 

70

90

110

130

150

'21年度 '22年度 '23年度 '24年度 '25年度 '26年度

（億円）

小麦粉価格改定（’25年7月～）の実施

お客様のご理解をいただき、小麦価格の変動分に加えて、輸送費、人件費等のコスト
上昇分を踏まえた価格改定を実施

→前期に発生したコスト増加（収益影響）分を含め、今期中に取り戻せる見込み

水島工場稼働／岡山工場、坂出工場閉鎖

高食物繊維小麦粉「アミュリア」をはじめとした高付加価値製品の拡販

水島はIoT、AI、ロボット等を駆使した「スマート工場」として、
広範囲に亘る業務で自動化を実現

（中計基準年度） （目標）（予想）

今期は水島工場稼働に伴う減価償却費負担(約20億円)
により減益予想だが、除く償却費負担では各施策を進め、
増益を目指す

収益水準の
維持・向上

’25年5月に竣工した水島工場は順調
に稼働。内陸２工場の閉鎖も予定通り
完了（岡山工場:7月、坂出工場:9月）

水島工場稼働によるプラス効果は、’26年度以降中期的に時間をかけて発現

→一定時間（夜間等）の製造ラインの無人化対応等、
ローコストオペレーションの確立に向けた取組みを推進

トップラインの維持・拡大 ～食文化の創発～

・

価値提案型の営業活動の更なる強化・

＜販売シェア推移＞
（重量ベース）

’03年度 ’13年度 ’23年度

～

※ 熊本製粉のシェアを含めた数値

～ ～ ～

出典：日刊経済通信社 「酒類食品統計月報」

※’25年度より全社費用の各セグメントへの配賦基準を変更

※

36.9%

38.3%

40.6%

36%

39%

42%

市場での更なる
プレゼンス向上
に取り組む



● 製品価格改定の実施（適切な価格転嫁）
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１）ー２．国内加工食品事業 基盤事業

前期大きく低下した利益水準をコスト上昇に応じた製品価格改定、コスト改善施策、付加価値のある新製品等による出荷増で
利益向上を目指していく中、その回復の進捗に遅れはあるものの、上期で底打ち、利益水準の早期回復を目指す

コスト上昇に対する取組み

’25年度下期に価格改定効果が発現してくる

→従来の手法を変更し、着実に価格改定対応を遂行

利益水準の回復に向けた’25年度の取組み進捗

・本社での進捗管理体制の見直し・強化による効果

・お客様への早期改定アナウンスにより、今まで以上に 
丁寧な説明とスケジュール管理を実現

● 製造コストの低減（コストダウン施策の実行）

→生産体制の抜本的な改革に向け、取組み進行中

・原材料の調達見直し等
：CPTPPなどの経済連携協定を活用した原材料
 調達へシフト

新製品開発、高付加価値化の更なる推進

● 多様化・細分化するニーズに対応した製品投入

節約

☞「おいしさ」と「利便性」の両立

時短 本格

☞「簡便」ニーズへの対応

● 新たなパスタ文化の創造（生パスタ市場の拡大）

× ×
◆業務用製品

年間売上高目標 70億円
（新製品効果として）

即食・食感ニーズへの
対応と市場拡大

「おいしさ」「本格」
ニーズへの対応

◆家庭用製品

販売プロモーションの強化

● マ・マーリブランディング／広告宣伝施策
大谷選手を起用したCMなどを展開

→’25年3月の開始以降、確かな
販売効果を確認。下期以降も
積極的に施策を推し進める

各施策の取組み効果の発現により、’25年度下期は業績を回復させていく

100

101

102

103

104

105

106

４月 ５月 ６月 ７月

＜マ・マーブランド製品 売上前年比＞

リブランディング後、
マ・マーブランド製品の売上は伸長

（％）

・SKU削減
：通期目標（15％削減）達成に向けて、上期
 より施策を推進
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１）ー３．豪州製粉事業 一丁目一番地施策③ 成長事業

営業利益の推移

20

30

40

'23年度 '24年度 '25年度 '26年度

（予想） （目標）

（億円）

厳しいインフレが継続し住宅価格も過去最高を更新、失業率もコロナ禍以降の高水準となる中、家計負担は大幅に悪化。
消費減退の影響で上期業績は前年実績を大きく下回った。下期は、プロモーションによる需要喚起や値上げ効果に加え、コスト
ダウン施策を着実に進め、巻返しを図っていく

■’25年度上期の課題と成果

厳しいインフレ環境による、需要状況の悪化
（家計負担の増加→消費動向の停滞）

人件費や物流費、一部の原材料費のコスト
上昇が継続

前期に導入した新ERPは順調に稼働

・

・

・

下期の業績回復に向けた施策

厳しい事業環境が続いているが、各施策を進め業績回復を図る

重要顧客（インストアベーカリー）との取組み強化・

高食物繊維小麦粉ブランド 『Wise Wheat®』 のアイテム拡充・
2025年のHealthy Food Awardを受賞。
ラインナップを拡充し、更なる拡販を推進

プロモーションを強化し、出荷回復・拡大を進める

継続するコスト増加に対応した製品価格改定を実行。下期に効果発現を見込む・

トップラインの拡大

→ 小麦粉バルク車の大型化や連結配送による効率向上と物流費等のコスト改善

→ 一部ソフト系小麦粉製品の製造工場移管・集約による生産性の向上

製品価格改定の実施

新ERPの更なる活用も含めた業務プロセスの再設計を進め、効率的な組織体制へ移行

構造改革プランの進捗

・

上期の事業状況を踏まえ、通期業績予想を
下方修正したが、上期に取り組んだ各施策
の効果が下期より発現する見込み

製品リニューアルの実施（ラインナップ見直し・アイテム増加）・

大型バルク車が10月から順次稼働

インストアベーカリー商品リニューアルの取組み

・ 生産と物流システムの合理化に向け、各プラン（Plan A、B）を実行中



18

１）ー４．インドイースト事業①

世界最大の人口を有するインドにおけるパン酵母（イースト）市場が今後も有望であるとの見方に変化はない

成長事業一丁目一番地施策④

インドイースト事業を取り巻く環境は、異常気象による主原料（糖蜜）価格の高騰やロシア・ウクライナ情勢に伴う世界的な
燃料費の高騰、ならびに競合他社との競争激化等により、新規参入当時の想定から状況は大きく変化。この変化を踏まえ、
且つ現在進めている業績改善に向けた各施策の進捗も反映した上で、新たな事業計画を策定

営業利益 実績／見込推移

▲ 20

0

20

（億円）

’24年度 ’25年度 ’26年度 ’27年度 ’28年度

減価償却費負
担の減少もあり
黒字化の見通し

（実績） （見込） （目標） （目標）

各施策（イースト製品の更なる販売拡大、及び製品価格改定、製造コストの低減等）を着実に
実行するとともに、その他様々な施策に注力することで、インドイースト事業の継続的な業績改善
と収益貢献を進めていく

●

●

＜事業計画の再検証で整理した主な事業環境＞

主原料（糖蜜）価格の高騰やエネルギーコストの上昇
→競争激化に伴う製品価格への転嫁の遅れ

競合他社との競争激化
→当社参入後、急速にシェアを伸ばしたことによる
 競合の防衛意識と価格攻勢の増加

インドのパン酵母市場の成長性
→今後、年率7％で成長する見込み

・

・

・’23年度’22年度

（実績） （実績） （目標）
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１）ー４．インドイースト事業② 成長事業一丁目一番地施策④

業績改善・収益貢献に向けた主な取組み

販売シェアの更なる拡大

① 「ベーカリー用イースト（パン酵母）」の拡販

・大手ベーカリーとの関係強化

・南部地区、西部地区へのアプローチ

→販売数量は着実に増加中。更なる関係強化
 に向け、今後も取組みを推進 インドで販売するKOBO®イースト

② 「エタノール用イースト」の拡販

品質の高さ、技術サポート力は市場から高評価。
この強みを活かし、拡販の取組みを継続 立地、技術サポート面で優位。

製 パ ン 改 良 剤 等 を 合 わ せ
製品提案を展開

新製品の上市（’25年7月～）

日本で長年培ってきた技術力を活かし、さらに発酵力の高い菌株
を使用したパン酵母製品へリニューアル

お客様の生産性向上等の付加価値化を
推進し、当社の市場プレゼンスを更に高める

製品価格改定 製造コストの低減

新製品の市場投入に合わせ、
価格改定交渉を加速 
→交渉が遅れていた地域も開始

競合他社は追随しない状況が
続くが、新製品の性能優位性を
もとに、着実に価格改定を実行

・

・

新製品は自社の製造においても
生産性向上に寄与
→下期以降、増益を見込む

・

稼働率向上による固定費の吸収・

イースト培養、包装、排水処理等
の各工程におけるコスト削減施策
（例：包装資材の見直し）

・

・現地ディストリビューター（契約済み）との協働・販売強化

→ユーザートライアル～品質改良のサイクルを速め、新規開拓を推進

エタノール用イーストは今後も成長が見込まれる市場。インド特有
の使用環境を踏まえた製品供給体制を整えていくことで、販売拡
大を図っていく

事業環境の変化に合わせて必要な施策を実施することで、着実に業績を改善させていく



営業利益の推移
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１）ー５．米国製粉事業 成長事業

40

60

80

100

'21年度 '22年度 '23年度 '24年度 '25年度

（億円）

（中計基準年度） （予想）

生産体制の強化

ウィンチェスター工場
（バージニア州）

’25年7月末に増強工事が完了
（既存ラインの改修）

事業基盤の拡大に向けた更なる成長投資を検討、実行していく

ITC（サギノー工場内に併設）

出荷は前年を下回って推移した一方で
収益重視の方針の下、引き続き高い販売
マージン単価を確保

■’25年度上期の課題と成果

収益水準が
大 き く 向 上

・

・ 米国市場もインフレ環境にあるが、供給
体制強化に伴う新規需要の取り込みを進め、
出荷と収益基盤の維持、拡大を図る

ロサンゼルス工場
（カリフォルニア州）

ライン増強（’23年11月）

生産能力：+150ｔ/日
投資額：約14億円

参考：カナダ・チリワック工場（ﾊﾞﾝｸｰﾊﾞｰ近郊）ライン増強（‘23年6月）

稼働後（8月～）すぐに新規
需要分の出荷が開始

・

・

市場プレゼンスを高める取組み 下期の新規販売契約も順調に
進捗

・

・ イノベーション＆テクニカルセンター（ITC）の活用

✓小麦原料の品位分析の早期化
→良品質な原料の確保・調達

✓顧客の課題解決に向けたサポート力
 の強化

サギノー工場
（テキサス州）

ライン増設（’25年3月）

生産能力：+600ｔ/日
投資額：約60億円

投資額：約14億円・

南部テキサス州サギノー工場の新ライン増設に続き、東部バージニア州でも増強工事が完了。新規顧客の獲得も投資計画に
基づき順調に進捗。出荷構成の向上も寄与し、高い販売マージンを持続
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１）ー６．海外食品事業 成長事業

成長ドライバーである「海外現地完結型事業」は、’25年度上期も着実に施策を推進。海外での製品展開を加速し、更なる
市場開拓、事業成長を図るべく取組みを強化していく

✓業務用においても、供給体制の強化に向けたプレ
 ミックス工場のライン増設工事が順調に進捗

✓’24年9月に本格参入以降、現地量販店を中心に
 既に約3,000店舗に導入

✓デジタル広告の投入効果もあり、販売は堅調に推移
✓新製品発売を予定（’25年11月～）
 冷凍パスタやプレミックスなど品揃えを22品まで拡大

欧州市場開拓

事業成長に向けた施策を推進

✓欧州で早ゆでスパゲティの販売を開始（’25年9月～）
✓引き続き欧州での拡販を進めるとともに、ベトナムでも販売
 開始予定（’25年11月～）

✓トルコの生産ラインを活用し、販売エリアの拡大を図る

HAYAYUDE 世界戦略

✓欧州最大規模の総合食品見本市
 「Anuga ２０２５」に初出展

 （’25年10月、ドイツ ケルンで開催）
✓日本食レストランの増加を踏まえ、
   天 ぷ ら 粉 を 中 心 に 乾 麺 、 パ ス タ

（早ゆで）など幅広いラインナップで
 海外顧客へ訴求

欧州市場への展開拡大を図る

ベトナムＢtoＣ事業



5%
11%

20%
24%

0%

10%

20%

30%

人時生産性の推移（トオカツフーズ㈱）

2.3% 2.2%

3.5%

3.7% 3.7%

10

30

50

70

2%

3%

4%

事業成長に向けた’25年度の取組み進捗

冷凍惣菜の強化

自動化省人化施策のスピードアップ（一丁目一番地施策⑤）
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１）ー７．中食・惣菜事業 成長事業

トップラインの拡大と事業基盤の強化を着実に実行。更なる事業成長に向けた取組みも推進

営業利益の推移

’21年度 ’22年度 ’23年度 ’25年度
（予想）

’24年度
（中計基準年度）

(億円)

’21年度 ’22年度 ’23年度 ’24年度

トオカツの管理手法を他事業会社でも応用し、
グループ全体の事業基盤強化を推進

冷凍事業で新たな市場を開拓し、更なる事業成長を目指す

自動化省人化施策は実現度の高いテーマに絞り込んで
スピードアップを図っている。

・

31 33

54
58 60

’26年度
（目標）

営業利益 営業利益率

新たな商圏獲得による販売エリアの拡大、及び販売増に
向けた提案活動の強化等により、上期業績は堅調に推移

売上高の推移
（億円）

’25年度 ’26年度

商品提案力の強化を図り、売上規模を更に拡大

（予想） （目標）

1,640

1,561
1,536

1,475

1,384

’21年度 ’22年度 ’23年度 ’24年度 ’25年度
上期＊‘21年度を基準年度とした推移

トオカツフーズでは、「トオカツフーズDXレポート2024」で紹介の
DX推進により事業基盤が更に強化され、生産性も着実に改善。

・

◆ ㈱ノムラフーズ 冷凍食品新工場 建設

総工費   ：約80億円
生産能力：18百万食/年
生産品目：冷凍食品

（おせち料理類、和惣菜類）

着   工 ：’25年12月頃

稼   働 ：’27年 ６月頃

長年培ってきた製造ノウハウに、最新の自動化・省人化技術を融合

→環境にも配慮した「次世代型冷凍食品工場」

＜新たな商品開発にも挑戦＞

×
冷蔵解凍でもおいしさを
維持できる炊飯技術
（特許出願済）

冷凍惣菜（おせち含む）
事業で培った

ノウハウやブランド力

【冷蔵解凍弁当（例）】

大阪・関西万博で紹介
の冷蔵解凍弁当

(％)

※’25年度より全社費用の各セグメントへの配賦基準を変更

※
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１）ー８．メッシュクロス事業

営業利益（前年差）

太陽光パネルの新スペックに対応した金属メッシュの出荷を開始。
旧スペック品の在庫調整も継続の中、新スペック品の需要が増加

見込

（億円）

’25年度上期は、前期から続く太陽光パネルのスペック変更と
過剰生産に伴う在庫調整により、当社主力製品であるスクリーン
印刷用金属メッシュの出荷が大きく停滞

超高精細金属メッシュ（新製品）の’25年度月別生産見込み

・

・

金属メッシュの出荷回復により、再び成長軌道に

’25年度下期以降、太陽光パネル向けスクリーン印刷用金属メッシュの新スペック品の出荷回復により、事業を再び成長軌道に乗せていく

上期の実績を踏まえ、通期業績予想は大きく下方修正
するが、上期業績をボトムとして下期は新スペック品の販売拡大
を図り、業績を回復させていく

・

・

新製品の増産体制の構築に目途。販売シェアの更なる拡大を図る

✓ 設備増強投資による生産技術力の向上
✓ 人材育成による生産能力の向上  

太陽光パネルの世界需要は拡大しており、市場は今後も成長する・
新スペック品
タングステン９μ660メッシュ

実績 見込み

▲ 20

▲ 10

0

10 ’25年度上期業績をボトム
に下期以降回復を図る

’24年度
上期

’24年度
下期

’25年度
上期

’25年度
下期

対’23年度 対’24年度

下期以降
大幅増産

（倍）
生産実績と増産見込み  

（基準月）
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１）ー９．エンジニアリング事業

EV、電子部品、
食品などのプラント設備

メッシュクロス事業との連携

エンジニアリング
事業

両事業の高度な技術力によるシナジー
の 発揮 を 目指 し 取 組 み を 進 め る

粉体技術とプラント建設技術の強化、DXエンジニアリングによる顧客価値の向上を図り、収益率・収益力の安定化を一層高めていく

’25年度上期 業績進捗

食品分野における大型案件の受注が増加し、順調に推移したこと
で、’25年上期の業績は前年を大幅に上回り順調に推移。下期も確実
にプロジェクトを進行させ、通期での業績を着実に伸長させていく

’25年度上期 売上高実績 前年比 195％

生産拠点の更新や集約、生産性の向上を目的とした案件の
大型化に加え、建設工事費の高騰を背景に、食品工場建設
案件の売上が大幅に増加

工場建設以外においても、分級機
や粉砕機などの粉体機器の販売も
堅調に推移

・

・

持続的成長が可能な経営基盤の構築を目指す

全業務プロセスの徹底したデジタル化を図り、①提案力・コンサルティング
能力の向上、②既存業務の効率化・生産性改善、③ノウハウ活用の
強化とスキルの伝承を推進

競合他社との差別化

＜DXエンジニアリングの推進＞

◎

粉砕機分級機

メッシュクロス
事業

■産業展への合同出展

毎年開催される日本最大級の専
門産業展に合同で出展

「ＰＯＷＴＥＸ®２０２５大阪」
に合同出展（’25年10月）

両事業が長年培ってきた粉体技術
やメッシュテクノロジーを活かした
製品や技術の紹介

・

・
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Ⅱ．企業価値向上への取組み

２）資本政策の更なる強化（進捗）
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２）－１．資本政策（キャッシュ・フロー）

（イン） （アウト）

成長投資
維持更新投資

２,０２０億円

企業価値
向上

株主還元

１,０８０億円

資産売却
有利子負債調達等

５００億円

営業キャッシュ・フロー

２,６００億円

中計最終年度
（’26年度）目標

売上高 9,500億円

営業利益 570億円

株主還元

・非経常的な特殊要因による損益を 
除外し、連結配当性向を’26年度
までに「50％目安」へ引上げ

・’25年10月に総額200億円の自己
株式取得を発表し、株主還元を加速

投資金額

’22年度
～’25年度上期
（実績）

’25年度下期
～’26年度
（見込）

1,286億円 737億円

・中計期間に得たキャッシュを成長投資
等に積極的に活用

・更なる投資実行の場合は、調達余力
を活かした有利子負債の活用も検討

◎中計期間に得たキャッシュは基本的
に投資と還元で使い切る方針

状況に応じて
柔軟に配分政策保有株式の縮減

・ ’24～’28年度の5年間で
400億円以上の縮減を図る

・’25年度上期は52億円縮減

中計５年間（’22～’26年度）のキャッシュ・フロー計画
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２）－２．資本政策（株主還元）

78
86

95
101

110
116 119 

134

161

171

100

139

200

50

80

110

140

170

200

'17.3期'18.3期'19.3期'20.3期'21.3期'22.3期'23.3期'24.3期'25.3期'26.3期

配当総額 自己株式取得
※

株主還元の推移

(億円)

配当性向

（’25年3月期以降は特殊損益を除く）

’26年3月期の配当は、前期より5円増額の60円
を予定しており、実質的に13期連続の増配を予定

今後も財務状況等を踏まえ、更なる株主還元を検討

➢

➢

45.1％42.7％ 57.9％ 66.2％ 51.1％－ 42.2％ 51.1％40.6％

１株当たり配当金 29円 32円 34円 37円 39円 40円 45円 55円 60円

（予定）

2025年10月30日発表の自己株式取得
 取得株数：1,500万株（上限）

＊発行済株式総数（自己株式除く）の 5.18 ％

 取得価額：200億円（上限）
 取得期間：2025年11月5日～2026年6月23日
 取得方法：信託方式による市場買付け

➢

26円

40.3％

株主還元の充実及び資本効率の向上、経営環境を踏まえた資本政策遂行を目的に、200億円の自己株式取得を発表。
増配に加え、2期連続での自己株式取得を実施

※取得価額上限を記載しており、一部は’27.3期での取得となる見込み



ROIC（全社）実績／見込

ROEの推移
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２）ー３．資本効率を意識した経営の推進

6.9% 7.0%
6.3%

8.0%

（中計基準年度）

’22年度 ’23年度’21年度 ’26年度

（中計最終年度目標）

’25年度

4%

▲3%

8%

＜ROE向上の取組み＞

➢ 事業別ROIC管理により、事業ごと及
び連結全体の資本収益性を高める
取組みを推進

➢ 積極的な還元施策を推進するととも
に、調達余力を活かし有利子負債も
活用

更なる向上

10%

（予想）

’24年度

’23年度
（実績）

6.2％

’24年度
（実績）

5.7％

’25年度
（見込）

5.9％

’26年度
（目標）

７％

＜ROIC管理の取組み状況＞

➢ 資本効率向上の考え方の一層の浸透を図り、各事業の各階層とのコミュニケー
ションを拡充

➢ 優先順位をつけ、一部の事業において製品群別のROICを試算し、経営資源
を適切に配分すべく議論を開始。今後、当該事業における検討をより詳細に  
進めるとともに、対象範囲を他の事業にも広げていく

➢ 全社として、保有合理性の薄れた政策保有株式の縮減を積極的に実施
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２）－４．資本政策（投資）

上期実績 通期計画 主な内容

製粉SG 128億円 238億円 ➢ 製粉
 水島工場新設（25年5月稼働）
 鶴見工場小麦原料サイロ増設

➢ 食品
 ベトナムプレミックス工場１ライン増設

➢ 中食・惣菜
ノムラフーズ冷凍食品新工場建設

➢ その他
本社地区オフィス体制再構築

食品SG 35億円 84億円

中食・惣菜SG 37億円 80億円

その他※ 43億円 78億円

全社 243億円 480億円

301 301 

441 

480 
500 

100

200

300

400

500

（億円）

M&A案件
(熊本製粉㈱買収)を含む

’22年度
（中計初年度）

’23年度 ’24年度 ’25年度
（見込）

’26年度
（見込）

’ 25年度の投資金額（実績・計画）

成長投資、および維持更新投資の推移

各事業でプレゼンスの向上、市場獲得に向けた投資を進めていく

※その他SG＋グループ本社＋連結消去

営業キャッシュ・フローと資産売却等で得たキャッシュは、持続的な成長に向けた投資に引き続き積極的に活用。
’25年度上期は、中食・惣菜事業での最新の自動化・省人化技術を融合した新工場建設（約80億円）を決議、下期着工予定
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２）ー５．政策保有株式の縮減

当社グループの縮減方針に沿って、政策保有株式の縮減を実行中。目標達成に向けて、今後も着実に縮減を進めていく

政策保有株式の縮減額実績／目標

’22～’23年度
（中計初年度）

’24年度 ’25年度
（見込）

’26～’28年度
’22～’28年度

合計

308億円 90億円 100億円以上 240億円程度 700億円以上

当社グループの政策保有株式 縮減方針

’24年度から’28年度までの5年間で400億円以上の政策保有株式を縮減
（年平均80億円程度）

’25年度も目標に沿って着実に縮減を実行 （’25年度上期は52億円縮減）

保有の適否を継続的に検証し、保有合理性がないと判断したものについては、積極的に縮減を進める

政策保有株式の縮減により得られたキャッシュは、成長投資等に活用していく

（※）’25年9月末時点の株価水準で計算

（※）（※）

→ 5年間で400億円の縮減を最優先で実現していくが、更なる縮減について社内で議論していく

・

・

・
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Ⅱ．企業価値向上への取組み

３）ＥＳＧの取組み



３）ー１．人材戦略

32

持続的成長を支える人材と組織づくりに向けて、以下の取組みを実行

❶採用力強化

質的・量的な人員増強の実現

❷育成力強化

会社の成長を牽引する人材の育成強化

❸活用力強化

グループ全体視点での人材活用強化

❹働き方改革

生産性向上とDE＆Iの推進

グループ一括採用、職種別採用

採用ブランディングの強化

オンボーディング（早期定着支援）施策

経営人材候補者向けの育成施策強化

DX、グローバル人材育成のための施策強化

主体的・継続的な学習機会の支援拡充

業務プロセス改革と長時間労働是正

エンゲージメント調査の活用による組織改善

多様な人材が活躍し続けられる環境づくり

グループ内人材交流の促進

ポジションに求める要件の整備

タレントマネジメントシステムの活用

人材力向上
基盤事業の深化と新規・成長領域の発展を
支えるための「人材の確保」と「人材のシフト」

組織力向上
多様な経験・価値観を生かし、挑戦・変革に
柔軟に対応できる「レジリエントな組織風土」の醸成

❺人事賃金制度の見直し

人材活用を支える魅力ある制度
人材の確保・定着に資する賃金制度

多様な人材の確保に対応した雇用制度

役割と成果に報いる等級・評価制度

人材戦略を実現するための施策
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３）ー２．環境課題中長期目標の進捗①

環境課題中長期目標とその進捗

取組みテーマ 目 標

気候変動への対応

’30年度 グループの自社拠点でCO₂排出量50％削減
（’13年度比）

’50年  カーボンニュートラルに向けてグループの自社拠点
  でCO₂排出量実質ゼロ

サプライチェーンにおけるCO₂排出量の削減

食品廃棄物への対応
’30年度 原料調達からお客様納品までの食品廃棄物の

  50%以上削減（’16年度比、惣菜3社は’19年度比)

 ※対象は国内グループ会社

容器包装廃棄物への対応
’30年度 化石燃料由来のプラスチック使用量の25%以上

  削減（’19年度比）※対象は国内グループ会社

水資源への対応
’40年度 工場の水使用量原単位30%削減

 （’21年度比）

’24年度実績
（基準年度対比）

24％削減

※Oriental Yeast India
Pvt. Ltd. 含む

66％削減

14％削減

3％削減

＊熊本製粉グループ分は除く。’25年度より同社分も含めた実績管理を開始
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３）ー２．環境課題中長期目標の進捗②

CO₂排出量削減の主な取組み

’24年度実績
（基準年度対比）

製 粉 事 業

’25年5月に稼働した「水島工場」に太陽光発電設備を導入。非化石証書を活用し、

使用電力の100%を実質再生可能エネルギー化

2023年

2023年

2025年

福岡工場

鶴見工場

水島工場

オンサイトPPA開始

オフサイトPPA開始

オンサイトPPA開始

2月

  5月

11月

■製粉事業における太陽光発電設備の導入

日清製粉㈱ 水島工場（’25年5月稼働）

メッシュクロス事業

NBCメッシュテック㈱のタイ子会社（NBCメッシュテック（タイ）Co., Ltd.）において、

再生可能エネルギー電力証書（I-REC※）による使用電力の100%実質再生

可能エネルギー化を実現

約0.3千トン/年のCO₂削減

→実質ゼロ
※ International Renewable Energy Certificate

ＮＢＣメッシュテック㈱では、再生可能エネルギー由来のCO₂フリー電力への切り替えを 
進め、山梨都留工場、静岡菊川工場に本社（東京都日野市）を加え、国内全拠点
での導入を完了。その他海外子会社においても、積極的にCO₂削減の取組みを推進

NBCグループ全体で
約8.5千トン/年のCO₂削減
（’13年度排出量の70％に相当）

・

・

・
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３）ー２．環境課題中長期目標の進捗③

CO₂排出量削減の主な取組み（続き）

’24年度実績
（基準年度対比）

加 工 食 品 事 業

食品廃棄物削減／化石燃料由来資源の使用量削減

加 工 食 品 事 業

～「パスタデミライ」 アップサイクルプロジェクト～

製造切替や選別の際に発生するパスタの端材や、輸送中の包装
破損品等、食品ロスとなるパスタに新たな可能性を発見して活用する
プロジェクト

従来の飼料等としてのリサイクルだけではなく、付加価値のある製品
への活用方法（アップサイクル）の可能性拡大を目指す

プロジェクト第1弾 「パスタデプラ」

丸紅フォレストリンクス㈱、㈱コバヤシとの協業
により、食品ロスとなるパスタからプラスチック素材
「パスタデプラ」を開発

試作例

ハンガー カトラリー 三角コーン

～北海道地区の共同配送における「モーダルコンビネーション」※1
 のトライアル輸送実施～

国内食品メーカー６社※2と物流企業 F-LINE が、トラックドライバー
不足への対応および環境負荷の低減を目的として、’25年9 月より
鉄道とトラックを組み合わせたトライアル輸送を実施

トラック輸送→一部鉄道への切替により、当該幹線
輸送（札幌～帯広間）におけるCO₂排出量の
約43％の削減を見込む

持続可能な物流体制の実現に向けた他社との協業

※1：トラック、鉄道、船舶など、複数の輸送手段を組み合わせて最適な輸送を行う方法

※2： ㈱日清製粉ウェルナ、味の素㈱、カゴメ㈱、日清オイリオグループ㈱、

 ハウス食品グループ本社㈱、㈱Mizkan



36

Appendix



１．第２四半期（中間期） 実績

売上高は、海外製粉事業における小麦相場の下

落や為替換算の影響等があったものの、エンジニア

リング事業における大型工事の増加や酵母・バイオ

事業、及び中食・惣菜事業等の販売が堅調に推

移したことにより、増収

営業利益は、国内製粉事業における水島工場稼

働に伴う立上げ費用の発生、海外製粉事業での

出荷減及び為替換算の影響等による減益、加工

食品事業におけるコスト上昇等の影響、及びメッ

シュクロス事業における出荷減等により、減益

中間純利益は、政策保有株式の縮減を進めたも

のの、インドイースト事業の減損損失の計上により、

減益

 売上高    ：前年比 ＋ 0.4％

 営業利益  ：同       ▲ 13.0％

   経常利益  ：同       ▲ 8.5％

   親会社株主に帰属する

中間純利益：同       ▲ 49.3％

4,269 4,295 4,313 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

'23.9 '24.9 '25.9

（億円）

売上高

255 260 
226 

0

50

100

150

200

250

300

'23.9 '24.9 '25.9

（億円）

営業利益

184
204

103

0
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100

150

200
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300

'23.9 '24.9 '25.9

（億円）

親会社株主に帰属する中間純利益

265 271 
248 

0

50

100

150

200

250

300

'23.9 '24.9 '25.9

（億円）

経常利益

※金額は億円未満四捨五入
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2．セグメント別 実績分析①

売上高分析（前年差）

国内小麦粉出荷（出荷前年比101%） ＋ 5

麦価改定に伴う粉価改定他 ▲26

ふすま価格 ▲ 2

海外売上高 ▲148

製 粉 ▲171億円

加工食品売上
家庭用小麦粉売上
プレミックス売上
パスタ関連売上
冷凍食品売上
加工食品海外売上
その他

＋28
＋1
＋5
＋6
＋4
＋8
＋4

オリエンタル酵母工業売上 ＋39

日清ファルマ売上 ▲ 1

食 品 ＋66億円

NBCメッシュテック売上 ▲18

設備工事売上他（日清ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ他） ＋83

その他

＋58億円

【参考】 海外売上高 ＊折れ線は海外売上高比率

864 

1,268 
1,324 1,372 

1,216 

26.5 

32.6 31.0 32.0 
28.2 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

0

500

1,000

1,500

'21.9 '22.9 '23.9 '24.9 '25.9

（億円） （％）

中食・惣菜

中食・惣菜売上 ＋58

＋65億円

（単位：億円）
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2．セグメント別 実績分析②

営業利益分析（前年差）

国内小麦粉出荷数量 ＋ 5

拡販施策費 ▲ 4

ふすま価格 ＋ 0 

コスト関連他 ▲27

海外営業利益 ＋21

製 粉 ▲30億円

出荷数量 ＋ 5

拡販施策費 ▲ 1

コスト関連他 ▲ 5

海外営業利益
（オリエンタル酵母工業、日清ファルマ輸出含む）

＋ 3

食 品 ＋ 2億円

売上 ＋ 3

コスト関連他 ▲ 9

その他 ▲ 6億円

＋ 2億円

（単位：億円）

中食・惣菜

売上 ＋ 7

コスト関連他 ▲ 5

【参考】 海外営業利益 ＊折れ線は海外営業利益比率
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営業利益分析（前年差）*

国内小麦粉出荷数量 ＋ 1

拡販施策費 ▲ 4

ふすま価格 ▲ 2 

コスト関連他 ▲ 6

海外営業利益 ▲19

製 粉

＊2026年3月期より全社費用の各セグメントへの配賦基準を変更しており、
 前年差分析においては当該変更影響を除外。



3．営業外損益・特別損益（実績）

前年実績
2026年3月期

第2四半期（中間期）

実績
前年差 備考

金融収支尻 ▲ 0 4 ＋ 4

持分法による投資損益 10 14  ＋ 3

その他 0 4 ＋ 3

営業外損益収支 11 22 ＋11

固定資産売却益 ー 14 ＋14

投資有価証券売却益 43 47 ＋ 5

減損損失 ▲1 ▲87 ▲87 (当年)インドイースト事業

工場閉鎖損失 ー ▲16 ▲16 (当年)日清製粉 岡山・坂出工場

その他 ▲ 2 ▲ 8 ▲ 5

特別損益収支 39 ▲49 ▲89

【営業外損益】

【特別損益】

※金額は億円未満四捨五入

（単位：億円）
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４．キャッシュ・フロー計算書（実績）

前年実績
2026年3月期第2四半期（中間期）

前年差
実績 主な内容

現金及び現金同等物の
期首残高

1,077 920 ▲157
手元資金＊

961

営業活動によるＣＦ 318 345
税金等調整前中間純利益 ＋198、減価償却費 ＋128、
運転資金の減少 +62、法人税等の支払額 ▲79 ＋27

投資活動によるＣＦ ▲147 ▲266 設備投資（支払ベース）▲237 ▲119

財務活動によるＣＦ ▲196 ▲181
配当金の支払額 ▲87
短期借入金(運転資金目的)等の減少 ▲66 ＋15  

現金及び現金同等物に係る換算差額 ▲ 8 3 ＋11

連結子会社の決算期変更に伴う
現金及び現金同等物の増減額 0 ー ▲ 0

現金及び現金同等物の
中間期末残高

1,045 821 ▲224
手元資金＊

948

（単位：億円）

※金額は億円未満四捨五入

前年実績
2026年3月期

第2四半期（中間期）
実績

前年差 主な内容

設備投資（工事ベース） 176 216 ＋40

減価償却 115 128 ＋13

＊手元資金：３ヶ月超預金、運用債券も含める
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５．2026年3月期 業績予想①

セグメント別 売上高

業績予想 前年差

製 粉 4,340 ▲96

食 品 2,170 ＋107

中食・惣菜 1,640 ＋79

その他 550 ＋94

合 計 8,700 ＋185

（単位：億円）

国内小麦粉出荷（出荷前年比101％） ＋11

麦価改定に伴う粉価改定他 ▲56

ふすま価格 ▲ 6

海外売上高 ▲45

（単位：億円）

製 粉 ▲96億円

加工食品国内売上 ＋49

加工食品海外売上 +24

オリエンタル酵母工業売上 +34

日清ファルマ売上 + 0

食 品 ＋107億円

ＮＢＣメッシュテック売上 ▲18

設備工事売上他（日清ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ他） +112

その他 ＋ 94億円

中食・惣菜 ＋ 79億円

中食・惣菜売上 ＋ 79
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５．2026年3月期 業績予想②

セグメント別 営業利益

業績予想 前年差
前年差*2

(補正後)

製 粉 278 ▲ 3 ▲16

食 品 77 +13 +22

中食・惣菜 60 + 2 + 4

その他 55 ▲ 8 ▲ 7

調 整*1 0 + 2 + 2

合 計 470 + 6 + 6

（単位：億円）

国内小麦粉出荷数量 ＋ 3

拡販施策費 ▲ 2

ふすま価格 ▲ 6

コスト関連他 ▲11

海外営業利益 ▲ 0

（単位：億円）

製 粉 ▲16億円

出荷数量 ＋ 4

拡販施策費 ＋ 0

コスト関連他 ＋10

海外営業利益
（オリエンタル酵母工業、

日清ファルマ輸出含む）
＋ 8

食 品 +22億円

売上 + 4

コスト関連他 ▲11

その他 ▲ 7億円

中食・惣菜

売上 + 8

コスト関連他 ▲ 4

+ 4億円

＊1 セグメント間取引消去等

＊2 2026年3月期より全社費用の各セグメントへの配賦基準を変更しており、当該変更影響を補正した前年差。前年差分析においては当該変更影響を除外。
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記載内容に関する注意事項

当資料に記載されている内容は、種々の前提に基づいたものであり、

記載された将来の計画数値、施策の実現を確約したり、保証する

ものではありません。


